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富士北麓、標高９００メートルを超える
高原に位置する山梨県忍野村。富士
山に降った雨雪は地下にしみ込んで
伏流水となり、長いあいだ地下水脈を
流れて山麓に湧出する。数々の伝説
に彩られた代表的な湧水池、忍野八海
から冬晴れの富士を望む。
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新
春
の
こ
と
と
て
、
何
か
め
で
た
い
話

は
、
と
そ
れ
な
り
に
探
し
た
が
、
暗
い
話

し
か
み
つ
か
ら
な
い
。
賀
状
に
も
危
機
感

を
募
ら
せ
る
コ
メ
ン
ト
が
多
か
っ
た
。
昨

年
末
、
約　

万
通
の
投
書
か
ら
選
ば
れ
た

10

恒
例
の
年
間
を
象
徴
す
る
字
は
「
命
」
で

あ
っ
た
。

　

市
町
村
合
併
後
の
様
子
を
、
実
地
に
見

た
り
、
友
人
・
知
人
や
自
治
体
幹
部
に
聞

い
た
り
す
る
。
九
州
の
南
の
方
で
、「
合

併
の
お
か
げ
で
」
と
い
う
事
例
が
１
件

あ
っ
た
。
あ
る
知
人
は
合
併
し
た
先
の
自

治
体
に
住

む
お
嬢
さ

ん
と
め
で

た
く
婚
約

が

整

っ

た
。
私
も

披
露
宴
の
お
招
き
に
あ
ず
か
っ
て
い
る
。

彼
ら
に
言
わ
せ
れ
ば
「
町
・
町
合
併
」
が

あ
っ
た
か
ら
こ
そ
出
会
え
た
の
だ
と
。
私

が
、
あ
る
望
年
（
忘
年
）
会
で
「
こ
れ
は

合
併
の
効
果
だ
」
と
つ
い
言
っ
た
ら
、「
木

佐
セ
ン
セ
イ
は
合
併
論
者
に
変
わ
っ
た
の

か
」、
と
北
の
ニ
セ
コ
町
の
職
員
に
突
っ

込
ま
れ
た
。
違
う
、
違
う
・
・
・
。

　

日
本
で
は
小
規
模
自
治
体
で
は
、
結
婚

の
可
能
性
も
な
い
の
か
、
と
も
考
え
る
の

だ
が
、
要
す
る
に
、
こ
の
町
の
役
場
で
は

職
員
の
拘
束
時
間
が
長
い
た
め
、
と
て
も

町
外
に
ま
で
出
か
け
て
い
っ
て
出
会
う
機

会
が
少
な
い
か
ら
な
の
で
は
と
思
う
。

　

も
し
、
市
町
村
合
併
が
な
け
れ
ば
巡
り

会
い
や
結
婚
も
難
し
い
の
で
あ
れ
ば
、
超

ミ
ニ
自
治
体
も
多
い
ス
イ
ス
、フ
ラ
ン
ス
、

ド
イ
ツ
な
ど
で
は
、
結
婚
の
可
能
性
も
少

子
化
の
歯
止
め
策
も
な
い
は
ず
。
だ
が
、

そ
う
い
う
ハ
ナ
シ
は
聞
い
た
こ
と
が
な
い
。

　

本
当
の
刑
事
事
件
統
計
で
は
違
う
の
か

も
し
れ
な
い
が
、
マ
ス
コ
ミ
報
道
で
見
聞
す

る
限
り
、
昨
年
は
親
族
間
や
生
徒
間
な
ど

の
殺
人
が
多
か
っ
た
よ
う
に
み
え
る
。
虐

待
も
含
め

て
、「
命
」

が
問
わ
れ

た
。

　

今
、
合

併
に
よ
り

新
た
に
で
き
た
中
心
地
域
と
そ
の
周
辺
部

に
、
人
々
は
、
漁
村
地
域
か
ら
、
山
間
部

か
ら
次
々
と
移
住
し
つ
つ
あ
る
。
そ
の
う

ね
り
は
と
て
つ
も
な
く
大
き
い
。
今
年

は
、
職
業
の
「
存
」
亡
が
、
地
域
・
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
・
会
社
の
「
存
」
亡
が
、
そ
し
て
、

国
家
や
「
自
治
体
の
存
亡
」
が
、
話
題
に

な
る
の
で
は
な
い
か
。
今
年
の
年
末
の

キ
ー
ワ
ー
ド
、
ま
さ
か
、〈
存
〉
に
は
な
ら

な
い
だ
ろ
う
な
。「
存
」に
は
弱
い
も
の
を

あ
わ
れ
み
問
う
意
も
あ
る
と
い
う
。

九
州
大
学
大
学
院
法
学
研
究
院
教
授　

木
佐　

茂
男

閑話休題
〈
存
〉
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政 策
　

平
成　

年
度
政
府
予
算
案
は
、
昨
年　

月　

日
の
財
務
省
原
案
内
示
、
翌
日

19

12

20

か
ら
の
復
活
折
衝
を
経
た　

日
の
臨
時
閣
議
に
お
い
て
、
政
府
案
が
決
定
さ
れ

24

た
。
一
般
会
計
総
額
は　

年
度
当
初
比
4
・
0
％
増
の　

兆
9
、
0
8
8
億
円

18

82

と
2
年
ぶ
り
に
増
加
し
た
。
小
泉
政
権
下
で
実
施
さ
れ
た
歳
出
削
減
の
流
れ
を

受
け
、
社
会
保
障
費
な
ど
や
む
を
得
な
い
増
加
を
除
い
て
は
歳
出
抑
制
を
継
続

し
て
お
り
、
全
体
と
し
て
は
緊
縮
型
と
な
っ
た
。

　

政
策
的
経
費
で
あ
る
一
般
歳
出
は
、
1
・
3
％
増
の　

兆
9
、
7
8
4
億
円

46

と
3
年
ぶ
り
の
増
加
。
社
会
保
障
関
係
費
の
自
然
増
や
、
安
倍
政
権
の
重
要
政

策
で
あ
る
「
再
チ
ャ
レ
ン
ジ
支
援
」「
教
育
再
生
」
の
関
連
施
策
が
増
加
し
た
一

方
、
公
共
事
業
費
は
3
・
5
％
の
減
額
と
な
っ
た
。
歳
入
で
は
、
景
気
拡
大
に

よ
る
法
人
税
収
の
増
加
と
定
率
減
税
の
廃
止
に
よ
る
所
得
税
増
税
な
ど
伴
い
、

税
収
が　

・
5
％
増
の　

兆
4
、
6
7
0
億
円
と
な
り
、
過
去
最
大
の
増
額
幅

16

53

と
な
っ
た
。
税
収
割
合
は
、　

年
度
の　

・
5
％
か
ら　

・
5
％
に
改
善
さ
れ

18

57

64

た
。
こ
の
結
果
、
財
源
不
足
を
補
う
た
め
に
発
行
す
る
新
規
国
債
の
発
行
額
は

　

・
2
％
減
の　

兆
4
、
3
2
0
億
円
で
、
1
9
9
8
年
以
来
の
低
水
準
と
な
っ

15

25

た
。
公
債
依
存
度
は　

年
度
の　

・
6
％
か
ら
6
・
9
ポ
イ
ン
ト
改
善
し
て　

・

18

37

30

7
％
に
低
下
。
国
の
基
礎
的
財
政
収
支
の
赤
字
は　

年
度
の　

兆
2
、
1
1
4

18

11

億
円
か
ら
4
兆
4
、
3
3
2
億
円
へ
と
大
幅
に
縮
小
し
た
。

　

一
方
、
平
成　

年
度
の
地
方
財
政
対
策
は
、
政
府
予
算
編
成
の
決
定
を
前
に
、

19

　

月　

日
の
菅
総
務
相
と
尾
身
財
務
相
の
閣
僚
折
衝
に
よ
り
決
着
し
た
。
地
方

12

18

財
政
計
画
の
全
体
規
模
は
、　

年
度
比
2
0
0
億
円
減
の　

兆
1
、
3
0
0
億

18

83

円
で
、
ほ
ぼ
前
年
度
並
と
な
っ
た
。
公
債
費
を
除
く
一
般
歳
出
は
、
1
・
1
％

減
の　

兆
7
、
4
0
0
億
円
。
焦
点
と
な
っ
て
い
た
地
方
交
付
税
総
額
は
、
地

65

方
自
治
体
に
配
分
す
る
出
口
ベ
ー
ス
で
4
・
4
％
減
の　

兆
2
、
0
0
0
億
円

15

と
な
っ
た
。
し
か
し
、
景
気
回
復
の
影
響
で
地
方
税
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る
こ

と
か
ら
、
地
方
一
般
財
源
の
総
額
は
0
・
9
％
増
の　

兆
2
、
2
0
0
億
円
と

59

な
り
、
前
年
度
水
準
を
上
回
っ
た
。
な
お
、
交
付
税
特
別
会
計
に
お
け
る
借
り

入
れ
（
残
高　

兆
円
＝
国
負
担
分　

兆
円
、
地
方
負
担
分　

兆
円
）
に
つ
い
て

53

19

34

は
、
国
負
担
分
を
国
の
一
般
会
計
借
入
金
に
振
り
替
え
、
国
・
地
方
の
負
担
関

係
の
明
確
化
を
図
っ
た
。
地
方
負
担
分
の
償
還
は　

年
度
補
正
予
算
か
ら
計
画

18

的
に
実
施
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

　
　

年
度
の
地
方
財
政
対
策
が
決
着
し
た
こ
と
を
受
け
、
全
国
町
村
会
（
会
長
・

19
山
本
文
男
福
岡
県
添
田
町
長
）
な
ど
地
方
六
団
体
は
、
前
年
を
5
、
0
0
0
億

円
上
回
る
一
般
財
源
が
確
保
さ
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
「
我
々
の
強
い
要
望
に

沿
っ
た
も
の
で
あ
る
」
と
し
、
交
付
税
特
別
会
計
借
入
金
の
地
方
負
担
分
を
税

収
増
に
伴
う
交
付
税
法
定
率
分
の
増
加
分
を
充
て
て
償
還
を
開
始
す
る
こ
と
は

「
地
方
財
政
の
健
全
化
に
向
け
て
第
一
歩
が
踏
み
出
さ
れ
た
」と
す
る
共
同
声
明

を
発
表
し
た
。
ま
た　

月　

日
に
は
、
山
本
文
男
全
国
町
村
会
長
は
じ
め
地
方

12

22

六
団
体
の
代
表
が
安
倍
内
閣
総
理
大
臣
な
ど
を
訪
ね
、
一
般
財
源
総
額
確
保
に

対
す
る
お
礼
の
意
を
伝
え
る
と
と
も
に
分
権
改
革
の
更
な
る
継
続
を
求
め
た
。

　

ま
た
、　

年
度
か
ら
導
入
さ
れ
る
新
型
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
町
村
な
ど
小

19

規
模
団
体
に
お
け
る
交
付
税
算
定
額
の
減
額
等
の
影
響
が
考
え
ら
れ
る
こ
と
か

ら
、
全
国
町
村
会
と
全
国
町
村
議
会
議
長
会
は
連
名
で
、同　

日
、「
平
成　

年

25

19

度
地
方
交
付
税
に
関
す
る
特
別
要
請
」を
菅
総
務
大
臣
は
じ
め
総
務
省
幹
部
に

提
出
。交
付
税
の
算
定
、配
分
に
当
た
っ
て
は
財
政
力
の
弱
い
団
体
に
十
分
配
慮

す
る
こ
と
を
強
く
要
請
し
た
。

地
方
財
政
対
策
等
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

地
方
財
政
対
策
等
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

集

平
成
平
成
1919
年
度
関
係
省
庁
予
算

年
度
関
係
省
庁
予
算

地
方
財
政
対
策
等
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

地
方
財
政
対
策
等
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

特
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（単位　百万円）
平成19年度一般会計歳入歳出概算

備　　　　考伸　率比較増△減額
（B－A）

平成19年度
概算額（B）

前年度予算額
（当初）（A）区　　　　　　　　分

％　　　歳　　　　　入

16.57,589,00053,467,00045,878,0001． 租 税 及 印 紙 収 入

4.6174,7844,009,8083,835,0242． そ の 他 収 入

△15.2△4,541,00025,432,00029,973,0003． 公 債 金

4.03,222,78482,908,80879,686,024合　　　　　計

　　　　歳　　　　　出

11.92,237,24720,998,80718,761,5601． 国 債 費

2.6373,18414,931,61814,558,4342． 地 方 交 付 税 交 付 金 等

1.3612,35346,978,38346,366,0303． 一 般 歳 出

4.03,222,78482,908,80879,686,024合　　　　　計

（単位　百万円）
平成19年度一般会計歳出概算主要経費別内訳

備　　　　考伸　率比較増△減額
（B－A）

平成19年度
概算額（B）

前年度予算額
（当初）（A）事　　　　　　　　項

％　　　（社 会 保 障 関 係 費）

△3.1△64,0661,982,0112,046,0771． 生 活 保 護 費

7.3110,5311,622,2511,511,7202． 社 会 福 祉 費

4.6737,85716,899,94816,162,0913． 社 会 保 険 費

△1.4△6,093415,191421,2844． 保 健 衛 生 対 策 費

△48.8△211,231221,495432,7265． 失 業 対 策 費

2.8566,99821,140,89620,573,898計

　　　　（文教及び科学振興費）

△0.6△10,4371,665,9121,676,3491． 義 務 教 育 費 国 庫 負 担 金

1.114,9781,346,1731,331,1952． 科 学 技 術 振 興 費

0.1109114,614114,5053． 文 教 施 設 費

△0.3△5,9432,003,7512,009,6944． 教 育 振 興 助 成 費

6.38,497143,858135,3615． 育 英 事 業 費

0.17,2045,274,3085,267,104計

11.92,237,24720,998,80718,761,560国 債 費

（次頁へつづく）
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備　　　　考伸　率比較増△減額
（B－A）

平成19年度
概算額（B）

前年度予算額
（当初）（A）事　　　　　　　　項

（恩 給 関 係 費）

△10.6△3,81432,06035,8741． 文 官 等 恩 給 費

△7.4△67,090840,158970,2482． 旧 軍 人 遺 族 等 恩 給 費

△5.5△1923,2873,4793． 恩 給 支 給 事 務 費

△8.2△4,28748,00052,2874． 遺族及び留守家族等援護費

△7.5△75,383923,505998,888計

6.4877,16114,619,63513,742,474地 方 交 付 税 交 付 金

△61.8△503,977311,983815,960地 方 特 例 交 付 金

△0.3△12,2964,801,6434,813,939防 衛 関 係 費

　　　（公 共 事 業 関 係 費）

△4.6△46,901980,4381,027,3391． 治 山 治 水 対 策 事 業 費

△3.9△62,9711,547,5171,610,4882． 道 路 整 備 事 業 費

△2.8△14,534513,632528,1663． 港湾空港鉄道等整備事業費

△1.1△17,7881,635,3061,653,0944． 住 宅 都市環境整備事業費

△6.0△62,171979,8841,042,0555． 下水道水道廃棄物処理等施設整備費

△7.3△53,173674,656727,8296． 農 業 農 村 整 備 事 業 費

△2.4△7,810314,504322,3147． 森 林 水産基盤整備事業費

5.111,133228,668217,5358． 調 整 費 等

△3.6△254,2156,874,6057,128,820小　　　　　　　計

0.0072,67472,6749． 災 害 復 旧 等 事 業 費

△3.5△254,2156,947,2797,201,494計

△4.2△30,567691,259721,826経 済 協 力 費

0.6903162,549161,646中 小 企 業 対 策 費

83.6393,821864,748470,927エ ネ ル ギ ー 対 策 費

△4.5△28,685607,370636,055食 料 安 定 供 給 関 係 費

△57.8△27,76820,28648,054産 業 投 資 特 別 会 計 へ 繰 入

1.472,3415,194,5405,122,199そ の 他 の 事 項 経 費

0.00350,000350,000予 備 費

4.03,222,78482,908,80879,686,024合　　　　　　　計
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特　集

地方財政対策と総務省地方財政対策と総務省
地方自治関係予算・施策の概要地方自治関係予算・施策の概要
地方財政対策と総務省
地方自治関係予算・施策の概要

平成19年度　関係省庁予算平成19年度　関係省庁予算

　

平
成　

年
度

１９地
方
財
政
対
策
の
概
要　

　

平
成　

年
度
地
方
財
政
対
策
は　

月

１９

１２

　

日
、
菅
総
務
大
臣
と
尾
身
財
務
大
臣

１８の
大
臣
折
衝
で
決
着
し
た
。

　

地
方
財
政
計
画
の
規
模
は
、
約　

兆
８３

１
、
３
０
０
億
円
（
前
年
度
比
０
・
０

％
、
２
０
０
億
円
減
）
と
な
り
、
６
年

連
続
で
計
画
規
模
が
減
少
し
た
。
ま

た
、
地
方
一
般
歳
出
は
、
約　

兆
７
、

６５

４
０
０
億
円
（
同
１
・
１
％
、
７
、
４

０
０
億
円
減
）
と
な
り
、
７
年
連
続
で

減
少
し
た
。

　

地
方
一
般
財
源
総
額
は
、
前
年
度
を

上
回
る　

兆
２
、
３
０
０
億
円
（
同
０
・

５９

９
％
、
５
、
１
０
０
億
円
増
）
が
確
保

さ
れ
た
。
そ
の
う
ち
、
地
方
税
は　

兆
４０

３
、
７
０
０
億
円
（
同　

・
７
％
、
２

１５

兆
４
、
７
０
０
億
円
増
）、
地
方
交
付
税

は　

兆
２
、
０
０
０
億
円
（
同
４
・
４

１５
％
、
７
、
０
０
０
億
円
減
）、
臨
時
財
政

対
策
債
及
び
減
税
補
て
ん
債
を
合
わ
せ

た
、
特
例
地
方
債
が
２
兆
６
、
３
０
０

億
円
等
と
な
っ
て
い
る
。

　

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
国
税
５

税
の
法
定
率
分　

兆
６
、
２
０
０
億
円

１４

に
、
前
年
度
か
ら
の
繰
越
分
１
兆
５
、

２
０
０
億
円
、
交
付
税
特
別
会
計
剰
余

金
の
活
用
等
の
２
、
２
０
０
億
円
を
加

え
、
交
付
税
特
別
会
計
借
入
金
償
還
及

び
支
払
利
子
分
１
兆
１
、
６
０
０
億
円

を
差
し
引
い
た　

兆
２
、
０
０
０
億
円

１５

（
同
４
・
４
％
、
７
、
０
０
０
億
円
減
）が

確
保
さ
れ
た
。
ま
た
、
交
付
税
特
別
会

計
の
健
全
化
を
図
る
た
め
、
①
新
規
借

入
を
廃
止
（
前
年
度
１
兆
２
、
０
０
０

億
円
）
す
る
。
②
国
負
担
分
残
高
（
前

年
度
末　

兆
円
）
を
全
額
一
般
会
計
借

１９

入
金
に
振
替
整
理
し
、
国
と
地
方
の
負

担
関
係
を
明
確
化
す
る
。
③
地
方
負
担

分
残
高
（
同　

兆
円
）
に
つ
い
て
は
、

３４

現
行
の
償
還
期
限
で
あ
る
平
成　

年
度

３８

ま
で
の
償
還
計
画
を
新
た
に
作
成
し
た

上
で
、
平
成　

年
度
補
正
予
算
か
ら

１８

５
、
３
０
０
億
円
、
平
成　

年
度
当
初

１９

予
算
で
５
、
９
０
０
億
円
と
す
る
な

ど
、
計
画
的
に
償
還
を
開
始
す
る
。

　

地
方
財
政
計
画
と
決
算
の
乖
離
に
つ

い
て
は
、
投
資
的
経
費
（
単
独
）
を
１

兆
２
、
０
０
０
億
円
削
減
し
、
経
常
的

経
費
（
単
独
）
を
６
、
０
０
０
億
円
増

額
す
る
こ
と
に
よ
り
、
一
般
財
源
ベ
ー

ス
で
６
、
０
０
０
億
円
是
正
さ
れ
、
決

算
乖
離
は
概
ね
解
消
す
る
見
込
み
と
な

る
。

　

こ
れ
ら
の
結
果
、
主
な
地
方
財
政
指

標
は
、
一
般
財
源
総
額　

兆
２
、
３
０

５９

０
億
円
（
前
年
度
比
０
・
９
％
、
５
、

１
０
０
億
円
増
）、
一
般
財
源
比
率　

・
６８

１
％
（
同
１
・
５
％
増
）、
地
方
債
依
存

度　

・
６
％
（
同
１
・
４
％
減
、
臨
時

１１
財
政
対
策
債
を
含
む
）、
地
方
の
借
入

金
残
高
１
９
９
兆
円
、
交
付
税
特
別
会

計
借
入
金
地
方
負
担
分
残
高　

兆
円

３３

（
同
１
兆
２
、０
０
０
億
円
減
）と
な
る
。

【
平
成　

年
度
主
要
施
策
等
】

１９

・「
公
債
費
負
担
対
策
」

　

高
金
利
の
地
方
債
の
公
債
費
負
担
を

軽
減
対
策
と
し
て
、
徹
底
し
た
総
人
件

費
の
削
減
等
を
内
容
と
す
る
財
政
健
全

化
計
画
又
は
公
営
企
業
経
営
健
全
化
計

画
を
策
定
し
、
行
政
・
経
営
改
革
を
行

う
地
方
公
共
団
体
を
対
象
に
、
平
成　
１９

年
度
か
ら
３
年
間
で
５
兆
円
規
模
の
公

的
資
金
（
財
政
融
資
、
郵
政
公
社
、
公

庫
）
の
繰
上
償
還
等
を
補
償
金
な
し
で

行
う
。

　

政
府
資
金
の
繰
上
償
還
に
つ
い
て

は
、
５
％
以
上
の
金
利
の
普
通
会
計
債

及
び
公
営
企
業
債
（
上
水
道
、
工
業
用

水
道
、
下
水
道
、
地
下
鉄
、
病
院
に
限

る
）
を
対
象
に
、
金
利
段
階
に
応
じ
、

市
町
村
合
併
、
財
政
力
、
公
債
費
や
公

営
企
業
資
本
費
等
に
基
づ
い
て
段
階
的

に
設
定
（
財
政
力
指
数
１
・
０
以
上
の

団
体
は
除
く
）
す
る
。
対
象
地
方
債
残

高
は
３
兆
８
、
０
０
０
億
円
。

　

ま
た
、
公
営
企
業
金
融
公
庫
資
金
の

繰
上
償
還
及
び
公
営
企
業
借
換
債
に
つ

い
て
は
、
５
％
以
上
の
金
利
の
公
営
企

業
債
（
上
水
道
、
工
業
用
水
道
、
下
水

道
、
地
下
鉄
に
限
る
）
を
対
象
に
、
金

利
段
階
に
応
じ
、
市
町
村
合
併
、
公
営

企
業
資
本
費
等
に
基
づ
い
て
段
階
的
に

設
定
す
る
。
対
象
地
方
債
残
高
は
１
兆

２
、
０
０
０
億
円
、
う
ち
、
平
成　

年
１９

度
繰
上
償
還
４
、
０
０
０
億
円
、
公
営

���

���
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企
業
借
換
債
２
、
０
０
０
億
円
。

・「
公
営
企
業
金
融
公
庫
廃
止
後
の
新 

組
織
の
財
務
基
盤
の
確
保
」

　

平
成　

年　

月
、
公
営
企
業
金
融
公

２０

１０

庫
は
廃
止
さ
れ
、
地
方
公
共
団
体
が
共

同
し
て
設
立
す
る
新
組
織
に
移
行
さ
れ

る
。
新
組
織
は
将
来
に
わ
た
り
安
定
的

な
経
営
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
現
公

庫
の
既
往
債
権
等
の
適
切
な
管
理
を
行

う
た
め
、
財
務
基
盤
を
現
公
庫
か
ら
承

継
さ
れ
る
。

　

新
た
な
貸
付
業
務
に
係
る
新
勘
定

と
、
既
往
の
資
産
・
債
務
の
管
理
を
行

う
旧
勘
定
を
分
離
し
、
債
券
借
換
損
失

引
当
金
に
つ
い
て
は
、
新
・
旧
両
勘
定

の
適
切
な
運
営
・
管
理
に
必
要
な
額
と

し
て
、
新
勘
定
２
・
２
兆
円
、
旧
勘
定

１
・
２
兆
円
の
合
計
３
・
４
兆
円
（
新

組
織
移
行
時
に
見
込
ま
れ
る
債
券
借
換

損
失
引
当
金
の
全
額
）
を
承
継
す
る
。

　

ま
た
、
公
営
企
業
健
全
化
基
金
は
新

勘
定
に
、
利
差
補
て
ん
引
当
金
は
旧
勘

定
に
全
額
承
継
さ
れ
る
。

・「
児
童
手
当
の
拡
充
」

　

乳
幼
児
を
対
象
に
児
童
手
当
を
加
算

す
る
。
０
〜
３
歳
未
満
を
対
象
に
、
現

行
で
は
第
１
・
２
子
に
月
額
５
千
円
を
、

第
３
子
以
降
に
月
額
１
万
円
を
支
給
し

て
い
る
が
、
一
律
１
万
円
と
す
る
。
こ

れ
に
伴
う
地
方
負
担
額
４
７
０
億
円
に

つ
い
て
は
、
平
成　

年
度
は
地
方
特
例

１９

交
付
金
（
児
童
手
当
特
例
交
付
金
）
に

よ
り
措
置
す
る
。

・「
市
町
村
合
併
の
推
進
と
そ
の
後
の 

新
た
な
基
礎
自
治
体
像
の
構
築
」

　

合
併
市
町
村
が
市
町
村
建
設
計
画
に

基
づ
い
て
行
う
事
業
に
対
す
る
「
市
町

村
合
併
体
制
整
備
費
補
助
」と
し
て　

・
５８

４
億
円（
同　

・
２
億
円
）を
計
上
し
た
。

１８

・「
電
子
自
治
体
の
推
進
」

　

①
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
地
方
行
政
へ

の
住
民
参
画
等
の
促
進
等
、
電
子
自
治

体
構
築
の
促
進
と
し
て
８
、
０
０
０
万

円
、
②
住
民
基
本
台
帳
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

シ
ス
テ
ム
に
係
る
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策

と
し
て
１
、
０
０
０
万
円
、
③
公
的
個

人
認
証
サ
ー
ビ
ス
の
普
及
及
び
オ
ン
ラ

イ
ン
利
用
促
進
方
策
に
関
す
る
調
査
検

討
と
し
て
１
億
３
、
０
０
０
万
円
、
④

地
方
選
挙
に
お
け
る
電
磁
的
記
録
式
投

票
の
導
入
支
援
と
し
て
６
、
０
０
０
万

円
を
計
上
し
た
。

・「
Ｉ
Ｃ
Ｔ
利
活
用
モ
デ
ル
構
築
事
業
」

　

魅
力
あ
る
地
方
、
自
律
す
る
地
方
の

確
立
を
図
る
た
め
、
地
域
・
中
小
企
業

の
活
性
化
や
少
子
化
へ
の
対
応
等
に
資

す
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
利
活
用
の
先
進
的
モ
デ
ル

の
構
築
及
び
そ
の
成
果
の
全
国
展
開

等
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
利
活
用
し
た
創
意
あ
る

取
組
を
支
援
す
る
た
め　

億
円
を
計
上

１８

し
た
。

・「
国
民
の
安
心
・
安
全
の
確
保
」

　

①
消
防
の
広
域
化
の
積
極
的
な
推
進

等
、
消
防
防
災
体
制
の
強
化
と
し
て　
１３

億
１
、
０
０
０
万
円
、
②
大
規
模
災
害

に
対
す
る
備
え
の
強
化
と
し
て　

億
８６

７
、
０
０
０
万
円
、
③
火
災
予
防
対
策

の
積
極
的
推
進
・
消
防
防
災
科
学
技
術

の
向
上
と
し
て　

億
９
、
０
０
０
万

１０

円
、
④
消
防
団
員
確
保
の
取
組
み
の
強

化
等
、
地
域
の
安
心
・
安
全
の
確
保
と

し
て
２
億
１
、
０
０
０
万
円
を
計
上
し

た
。

【
地
方
債
計
画
】

　

平
成　

年
度
地
方
債
計
画
は
、
地
方

１９

財
源
不
足
に
対
処
す
る
為
の
措
置
を
講

じ
る
と
と
も
に
、
地
方
公
共
団
体
が
行

政
改
革
と
財
政
の
健
全
化
を
推
進
し
、

当
面
す
る
課
題
に
重
点
・
効
率
的
に
対

処
で
き
る
よ
う
、
公
的
資
金
の
重
点
化

及
び
地
方
債
資
金
の
市
場
化
を
一
層
推

進
し
つ
つ
、
所
用
の
地
方
債
資
金
を
確

保
す
る
こ
と
を
目
的
に
策
定
し
て
い

る
。

　

平
成　

年
度
地
方
債
の
総
額
は　

兆

１９

１２

５
、
１
０
８
億
円
（
同　

・
３
％
、
１

１０

兆
４
、
３
５
８
億
円
減
）、
う
ち
、
普
通

会
計
分
９
兆
６
、
５
２
９
億
円
（
同　

・
１０

８
％
、
１
兆
１
、
６
４
５
億
円
減
）、
公

営
企
業
会
計
等
分
２
兆
８
、
５
７
９
億

円
（
同
８
・
７
％
、
２
、
７
１
３
億
円

減
）
と
な
っ
て
い
る
。
普
通
会
計
分
で

は
、
通
常
分
４
兆
８
、
３
７
９
億
円（
同

雑
煮
箸
水
引
か
け
て
ひ
と
り
び
と
り

村
上
鬼
城

　

季
語
は「
雑
煮
箸
」。
か
つ
て
は
正
月
の

祝
い
膳
に
は
欠
か
せ
な
い
脇
役
で
あ
っ

た
。「
太
箸
」
と
も
言
わ
れ
、
幸
先
を
願
う

新
年
に
折
れ
た
り
し
な
い
よ
う
願
い
を
込

め
て
太
い
箸
を
使
う
。
素
材
に
柳
を
重
用

す
る
の
も
粘
り
強
く
折
れ
に
く
い
か
ら
で

あ
る
。「
ひ
と
り
び
と
り
」
と
あ
り
、
家
族

全
員
各
々
に
、
と
い
う
こ
と
で
微
笑
ま
し

い
家
庭
の
雰
囲
気
が
伝
わ
っ
て
く
る
。

羽
子
の
白
い
ま
だ
暮
色
に
ま
ぎ
れ
ず
突
く

野
澤
節
子

　
「
羽
根
突
き
」
は
正
月
の
遊
び
で
あ
る

が
、
最
近
は
あ
ま
り
姿
を
見
か
け
な
く

な
っ
て
い
る
。
こ
の
句
が
詠
ま
れ
た
頃

は
、
ま
だ
羽
根
突
き
に
夢
中
に
な
り
夕
暮

れ
て
暗
く
な
る
の
も
忘
れ
る
よ
う
な
こ
と

が
あ
っ
た
の
だ
ろ
う
。
そ
ん
な
時
代
の
、

「
暮
色
」に
紛
れ
な
い
羽
根
を
突
い
て
い
る

詠
み
手
の
句
で
あ
ろ
う
。

と
び
下
り
て
弾
み
や
ま
ず
よ
寒
雀川

端
茅
舎

　

都
会
に
順
応
し
て
い
る
野
鳥
の
代
表
は

烏
と
雀
だ
ろ
う
。
雀
は
一
年
中
身
近
に
見

る
こ
と
の
で
き
る
馴
染
み
の
動
物
で
あ

る
。「
寒
雀
」だ
け
が
季
語
に
な
っ
て
い
る

の
は
、
寒
さ
に
耐
え
る
為
に
羽
毛
が
ふ
っ

く
ら
と
し
て
い
る
姿
の
愛
ら
し
さ
に
よ
る

も
の
で
あ
る
。
別
名
「
ふ
く
ら
雀
」
と
も

言
う
。
軒
先
や
電
線
か
ら
飛
び
降
り
た
時

の
「
弾
む
」
よ
う
な
し
ぐ
さ
の
繰
り
返
し

を
「
や
ま
ず
よ
」
と
表
現
し
、
滑
稽
味
が

感
じ
ら
れ
る
一
句
。
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・
７
％
、
７
、
０
５
３
億
円
減
）、
特

１２別
分
と
し
て
、
臨
時
財
政
対
策
債
２
兆

６
、
３
０
０
億
円
（
同
９
・
５
％
、
２
、

７
７
２
億
円
減
）、
財
源
対
策
債
１
兆

５
、
９
０
０
億
円
（
同
３
・
６
％
、
６

０
０
億
円
減
）、
退
職
手
当
債
５
、
９
０

０
億
円
（
同
１
２
６
・
９
％
、
３
、
３

０
０
万
円
増
）
等
と
な
っ
て
い
る
。

【
平
成　

年
度
地
方
税
制
改
正
】

１９

　

国
際
競
争
力
強
化
の
観
点
か
ら
、
法

人
所
得
課
税
（
地
方
税
に
つ
い
て
は
法

人
住
民
税
・
法
人
事
業
税
）
に
お
け
る

減
価
償
却
制
度
に
つ
い
て
、
残
存
価
額

（　

％
）、
償
却
可
能
限
度
額
（　

％
）

１０

９５

を
廃
止
し
、
償
却
を
速
め
る
た
め
定
率

法
の
見
直
し
が
行
わ
れ
る
。
同
時
に
、

フ
ラ
ッ
ト
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
製
造

設
備
等
の
３
設
備
に
つ
い
て
法
定
耐
用

年
数
の
短
縮
が
行
わ
れ
る
。
ま
た
、
評

価
方
法
の
見
直
し
が
検
討
さ
れ
て
い
た

固
定
資
産
税
の
償
却
資
産
に
つ
い
て

は
、
資
産
課
税
と
し
て
の
性
格
を
踏
ま

え
、
現
行
の
評
価
方
法
（
減
価
率
、
評

価
額
の
最
低
限
度
（
５
％
））
が
維
持
さ

れ
る
。
但
し
、
耐
用
年
数
に
つ
い
て

は
、
法
人
税
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ

て
い
る
た
め
、
フ
ラ
ッ
ト
パ
ネ
ル
デ
ィ

ス
プ
レ
イ
製
造
設
備
等
３
設
備
に
つ
い

て
は
、
固
定
資
産
税
（
償
却
資
産
）
に

お
い
て
も
平
成　

年
度
分
の
課
税
か
ら

２０

短
縮
さ
れ
た
耐
用
年
数
が
適
用
さ
れ

る
。

　

固
定
資
産
税
に
つ
い
て
、
住
宅
の
バ

リ
ア
フ
リ
ー
改
修
を
支
援
す
る
た
め
、

高
齢
者
、
障
害
者
等
が
居
住
す
る
既
存

住
宅
に
つ
い
て
、
廊
下
の
拡
幅
等
、
一

定
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
改
修
工
事
（
補
助

金
等
を
除
く
自
己
負
担
が　

万
円
以
上

３０

の
も
の
）
を
行
っ
た
場
合
、
翌
年
度
分

の
固
定
資
産
税
を
３
分
の
１
減
額
（
一

戸
当
た
り
１
０
０
㎡
ま
で
に
限
る
。）す

る
特
例
措
置
が
創
設
さ
れ
る
。
ま
た
、

ヒ
ー
ト
ア
イ
ラ
ン
ド
対
策
と
し
て
、
ビ

ル
屋
上
等
の
緑
化
施
設
に
係
る
特
例
措

置
（
取
得
後
５
年
度
分
１
／
２
軽
減
）

を
２
年
延
長
し
、
適
用
要
件
を
緩
和
す

る
こ
と
と
な
っ
た
。

　

税
収
の
一
部
が
都
道
府
県
か
ら
市
町

村
へ
交
付
さ
れ
て
い
る
上
場
株
式
等
の

配
当
・
譲
渡
益
に
対
す
る
都
道
府
県
民

税
配
当
割
、
株
式
等
譲
渡
所
得
割
に
係

る
軽
減
税
率
（
都
道
府
県
民
税
３
％
、

所
得
税
７
％
）
に
つ
い
て
は
、
適
用
期

限
を
１
年
間
延
長
し
、
廃
止
さ
れ
る
。

　

一
方
で
、
個
人
住
民
税
に
お
け
る
公

的
年
金
か
ら
の
特
別
徴
収
や
均
等
割
の

標
準
税
率
の
引
き
上
げ
に
つ
い
て
は
検

討
事
項
と
さ
れ
た
。

　

道
路
特
定
財
源
に
つ
い
て
は
、「
道

路
特
定
財
源
の
見
直
し
に
関
す
る
具
体

策
」（
平
成　

年　

月
８
日　

政
府
・
与

１８

１２

党
）
を
踏
ま
え
、
平
成　

年
度
税
制
改

２０

正
に
お
い
て
、
所
要
の
税
制
上
の
対
応

を
行
う
こ
と
と
さ
れ
た
。
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平成19年度地方財政対策の概要

Ⅰ　平成19年度の地方財政の姿

①　地方財政計画の規模 83兆1,300億円程度 （前年度比　　 △200億円程度、△0.0％程度　）

②　地方一般歳出 65兆7,400億円程度 （　 〃　　　 △7,400億円程度、△1.1％程度　）

③　「一般財源」総額 59兆2,300億円程度 （　 〃　　　 ＋5,100億円程度、＋0.9％程度　）

④　地方財源不足額 4.4兆円程度 （平⑱8.7兆円）

　　　　※折半対象財源不足を解消（平⑱1.4兆円）

○　社会保障関係の国庫補助事業や退職手当等の歳出の自然増がある中で、基本方針2006に沿って、地方歳出を厳しく見直し、

一般歳出を△1.1％に抑制

【減要因】

・給与関係経費（退職手当除く）…△0.4兆円程度

一般職員等　　…定員3.4万人純減（5.7％の１年分＋5,000人を純減）、

給与構造改革等により△3,700億円程度

義務教育教職員…△300億円程度

・投資的経費（単独）…△３％により、△0.3兆円程度（かい離是正分を除く）

【増要因】

・一般行政経費（補助）…社会保障関係経費（児童手当含む）を中心に＋0.5兆円程度

・退職手当…団塊世代の大量退職に伴い＋0.3兆円程度

○　財源不足の補てん（4.4兆円程度）

平成19年度から平成21年度の３年間は従来からの国と地方の折半ルールを継続する。ただし、平成19年度は折半対象

財源不足が生じていないことから、以下のとおり補てん措置を講じる

①　財源対策債の発行 １兆5,900億円程度

②　臨時財政対策債の発行（既発債の元利償還金分等） ２兆6,300億円程度

③　特別交付金（※） 2,000億円程度

（※）　恒久的減税による減収を補てんする制度であった減税補てん特例交付金が平成19年度から廃止されたこと

に伴う経過措置として設けられた交付金

○　特別交付金について、地方税収の動向を踏まえ、総額を変えない範囲で、交付期間を２年から３年に延長し、平準化

H19：4,000億円、H20：2,000億円　→　H19～H21：各年度2,000億円
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Ⅱ　安定的な財政運営に必要な地方一般財源総額の確保

一般財源総額　　　59兆2,300億円程度（前年度比　＋5,100億円程度、＋0.9％程度）

・ 地 方 税 40兆3,700億円程度 〈平⑱比 ＋２兆4,700億円程度〉

・ 地 方 交 付 税 15兆2,000億円程度 〈平⑱比 △7,000億円程度〉

・ 特 例 地 方 債 ２兆6,300億円程度 〈平⑱比 △7,300億円程度〉
 （臨時財政対策債・減税補てん債）

・ そ　 の　 他 １兆　　200億円程度 〈平⑱比 △5,200億円程度〉

    計  59兆2,300億円程度 〈平⑱比 ＋5,100億円程度〉

〈平⑱地方税には所得譲与税を含む〉

〈その他は、地方特例交付金等及び地方譲与税（所得譲与税を除く）〉

Ⅲ　地方交付税の確保

地方交付税の法定率分を堅持した上で総額を確保

 15兆2,000億円程度（前年度比　△7,000億円程度、△4.4％程度）

①　地方交付税の法定率分 14兆6,200億円程度

②　平成18年度からの繰越分 １兆5,200億円程度

③　交付税特別会計借入金償還 △5,900億円程度

④　交付税特別会計借入金支払利子 △5,700億円程度

⑤　交付税特別会計剰余金の活用等 2,200億円程度

○　交付税特別会計借入金のうち国負担分（平⑱末残高見込18兆6,648億円）を全額国の一般会計借入金に振替整理し、国と地

方の負担関係を明確化

○　交付税特別会計借入金のうち地方負担分（平⑱補正予算前の平⑱末残高見込34兆1,509億円）は、現行の償還期限である平

成38年度までの償還計画を新たに作成した上で、平成18年度補正予算から償還を開始

平成18年度補正　償還額　5,300億円程度

平成19年度当初　償還額　5,900億円程度

１　交付税特別会計の健全化

①　新規借入を廃止（平⑱1.2兆円）

②　国負担分残高（約19兆円）を全額一般会計借入金に振替整理

③　地方負担分残高（約34兆円）は平成18年度補正予算から計画的に償還

Ⅳ　交付税特別会計の新規借入の廃止と計画的償還の開始
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２　一般会計加算の年度間調整

　一般会計加算（既往分）平⑲6,251億円について、今後、交付税特別会計借入金の償還額が増加していく状況を踏まえ、

加算時期を調整（年度間調整）

○　平成19年度は、必要な交付税総額・一般財源総額を確保した上で、中期的な交付税の安定的確保に資するよう、今後、交

付税特別会計借入金の償還額が増加していく状況を踏まえ、平成19年度一般会計加算（6,251億円）を、平成22年度以降３年

間均等に加算

Ⅴ　財務体質の改善

①　特例地方債（下記※）の減 〈平⑱ 3.4兆円 →　　平⑲ 2.6兆円程度〉

②　一般財源比率の改善 〈平⑱ 66.6％ →　　平⑲ 68.1％程度〉

③　地方債依存度の低下 〈平⑱ 13.0％ →　　平⑲ 11.6％程度〉

④　地方財政の借入金残高の減 〈平⑱ 201兆円 →　　平⑲ 199兆円程度〉

○　地方債総額　９兆6,500億円程度　（前年度比　△１兆1,600億円程度、△10.8％程度）

 【 通 常 債 】 　　　　　　４兆8,400億円程度 　 　　〈平⑱比　△7,100億円程度〉

 【 退 職 手 当 債 】 　　　　　　　　5,900億円程度 　 　　〈平⑱比　＋3,300億円程度〉

 【 財 源 対 策 債 】 　　　　　　１兆5,900億円程度 　 　　〈平⑱比　△　600億円程度〉

 【臨時財政対策債】 （※）　　　　２兆6,300億円程度 　 　　〈平⑱比　△2,800億円程度〉

 【減税補てん債】 （※）　　　　　　皆　　減　　　　　　〈平⑱比　△4,500億円程度〉

　地方財政計画と決算の一体的かい離是正を平成19年度も引き続き推進することにより、決算かい離は概ね解消する見込み

平⑰　　0.35兆円（一般財源ベース）

平⑱　　1.00兆円（一般財源ベース）

平⑲　　0.60兆円（一般財源ベース）

Ⅵ　決算かい離の一体的是正

平⑲かい離是正額

投資的経費（単独）（－）1.2兆円程度 �
 �　
 �一般財源ベース　0.6兆円程度
 �
経常的経費（単独）（＋）0.6兆円程度 �
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Ⅶ　児童手当の拡充に伴う財源措置

①　乳幼児加算の創設に伴う地方負担額470億円程度については、平成19年度は、地方特例交付金（児童手当特例交付金）に

より措置

②　平成20年度以降は、平成19年度与党税制改正大綱において、「少子化のための国・地方を通じて必要な財源の確保につい

て、税制の抜本的・一体的改革の中で検討する。」とされたことを踏まえ、対応

○　０歳から３歳未満の児童に対する児童手当の月額を一律１万円へ増額

　　（現行　第一子・第二子５千円　第三子以降１万円）

○　平成19年度児童手当特例交付金（平成18年度拡充分を含む）　総額1,120億円程度

Ⅷ　公債費負担対策

　徹底した総人件費の削減等を内容とする財政健全化計画又は公営企業経営健全化計画を策定し、行政改革・経営改革を行う

地方団体を対象に、平成19年度から３年間で５兆円規模の公的資金（財政融資資金、郵政公社資金、公庫資金）の繰上償還

（補償金なし）等を行い、高金利の地方債の公債費負担を軽減

○　政府資金の繰上償還（Ｈ19～Ｈ21） 対象地方債残高　３兆8,000億円程度以内

 （財政融資資金　　　３兆3,000億円程度以内）

 （郵政公社資金　　　　5,000億円程度以内）

 対象地方債 ：普通会計債及び公営企業債（上水道、工業用水道、下水道、地下鉄、病院に限る）の５％以上の金利の

地方債

 対 象 団 体 ：金利段階に応じ、市町村合併、財政力、公債費や公営企業資本費等に基づいて段階的に設定（財政力

指数1.0以上の団体を除く）

○　公営企業金融公庫資金の繰上償還及び公営企業借換債（H19～H20）

 対象地方債残高　１兆2,000億円程度

 対象地方債 ：公営企業債（上水道、工業用水道、下水道、地下鉄に限る）の５％以上の金利の地方債

 対 象 団 体 ：金利段階に応じ、市町村合併、公営企業資本費等に基づいて段階的に設定



町 村 週 報第２５８７号 （第三種郵便物認可） 平成１９年１月２９日 １２

政 策

主な地方財政指標

68.1％程度（平⑱＝66.6％）

（注）この場合の一般財源とは、地方税、地方交付税、地方譲与税、地方特例交付金等の計である

一般財源比率

平成1 9年度地方交付税等の姿
国

国の一般会計 交付税特別会計

※繰越金　　　　　　　　　⑲　1 . 5兆円
※特会借入の利払い等　　　⑲△0 . 3兆円
※特会借入の償還　　　　　⑲△0 . 6兆円

地方
交付税法定率分

地方特例交付金等 地方特例交付金等

※交付税特会借入金残高の⑱年度末の数値53兆円は、⑱補正前の見込額である。

国の一般会計の
借入金へ

交付税特会　借入金残高
53兆円（⑱年度末）

⑲＋0.6兆円【⑱ 12.5兆円】
⑲ 1 4 . 6兆円

【⑱ 15.9兆円】
⑲ 1 5 . 2兆円

【⑱ 0.8兆円】
⑲ 0 . 3兆円

【⑱ 0.8兆円】
⑲ 0 . 3兆円

（うち国　19兆円）
（うち地方 34兆円）

33兆円（⑲年度末）

地財計画ベースの交付税

返
済

一般財源総額

59.2兆円程度（平⑱＝58.7兆円、＋0.9％程度）

（注）この場合の一般財源とは、地方税、地方交付税、臨時財政対策債、地方譲与税、地方特例交付金等の計である

11.6％程度（平⑱＝13.0％）

　〔臨時財政対策債を含む〕

地方債依存度

199兆円程度（平⑱末見込み（当初）＝201兆円）

地方の借入金残高（平⑲末見込み）

33.0兆円程度（平⑱末見込み（当初）＝52.8兆円）

　（注1）国負担分18.6兆円は全額国の一般会計借入金に振替整理

　（注2）地方負担分34.2兆円は平⑱補正0.5兆円、平⑲0.6兆円の償還により33.0兆円となる

交付税特別会計借入金残高（平⑲末見込み）



（第三種郵便物認可） 第２５８７号平成１９年１月２９日１３ 町 村 週 報

政 策

公債費負担の軽減対策について

　徹底した総人件費の削減等を内容とする財政健全化計画又は公営企業経営健全化計画を策定し、行政改革・経営改革を行う

地方団体を対象に、平成19年度から３年間で５兆円規模の公的資金（財政融資資金、郵政公社資金、公庫資金）の繰上償還

（補償金なし）等を行い、高金利の地方債の公債費負担を軽減

１．政府資金の繰上償還（H19～H21）

 対象地方債 ：普通会計債及び公営企業債（上水道、工業用水道、下水道、地下鉄、病院に限る）の５％以上の金利の地

方債

 対 象 団 体 ：金利段階に応じ、市町村合併、財政力、公債費や公営企業資本費等に基づいて段階的に設定（財政力指数

1.0以上の団体を除く）

対象地方債残高　３兆8,000億円程度以内

○　財政融資資金 ３兆3,000億円程度以内

○　郵政公社資金（簡保資金） 5,000億円程度以内

２．公営企業金融公庫資金の繰上償還及び公営企業借換債（H19～H20）

 対象地方債 ：公営企業債（上水道、工業用水道、下水道、地下鉄に限る）の５％以上の金利の地方債

 対 象 団 体 ：金利段階に応じ、市町村合併、公営企業資本費等に基づいて段階的に設定

対象地方債残高　１兆2,000億円程度

うち平成19年度

繰上償還 4,000億円程度

公営企業借換債 2,000億円

３．その他

１及び２の繰上償還については、その財源として、必要に応じ民間等資金による借換債が発行できることとする



町 村 週 報第２５８７号 （第三種郵便物認可） 平成１９年１月２９日 １４

政 策

公営企業金融公庫の廃止後の新組織
の財務基盤の確保について

　「政策金融改革に係る制度設計」等により、公営企業金融公庫は平成20年10月に廃止し、地方公共団体が共同して設立する新

組織に移行。新組織は将来にわたる安定的な経営を確保するとともに、現公庫の既往債権等の適切な管理を行うため、財務基

盤を現公庫から承継

１．新旧勘定分離

　　新たな貸付業務に係る勘定と、既往の資産・債務の管理を行う勘定を分離

２．債券借換損失引当金

 　　新組織の将来にわたる安定的な経営を確立するため、新・旧両勘定の適切な運営・管理に必要な額を承継

概ね3.4兆円程度

（新組織移行時に見込まれる債券借換損失引当金の全額）

（新勘定）　　概ね2.2兆円程度

　新組織が新たに行う貸付業務について、将来にわたり経営の持続可能性を確保するために必要な

財務基盤を確保

（注１）　新組織の事業規模は、地方団体の民間からの資金調達を拡大していく方向を堅持し、財政

融資資金と並行して段階的に一定の縮減を図る

（注２）　新勘定に置く2.2兆円は、現公庫・旧勘定から10年分割で移管

（旧勘定）　　概ね1.2兆円程度

　現公庫の保有する貸付債権、既往債券を適切に管理し、政府保証債券等の借換リスクに耐えられ

るよう財務基盤を確保

３．公営企業健全化基金、利差補てん引当金

　　公営企業健全化基金は新勘定に、利差補てん引当金は旧勘定に全額承継



（第三種郵便物認可） 第２５８７号平成１９年１月２９日１５ 町 村 週 報

政 策

平成19年度地方財政収支見通しの概要

備　　　考増減率
（見込）平成18年度平成19年度

（見込）項　　　　目

１　交付税特別会計借入金
　・平成19年度末見込み約33.0兆円
（国負担分約19兆円の一般会計振
替整理により全額地方負担分）

平成18年度末見込み（当初）
　　約52.8兆円

　　　　（うち地方負担分
　　　　　　約34.2兆円）

２　地方の借入金残高
　・平成19年度末見込み約199兆円

　　　　15.7％348,983億円　　　403,728億円  地 方 税

歳　
　
　
　
　
　
　
　

入

▲　　81.0％　37,324億円　　　7,091億円地 方 譲 与 税

▲　　61.8％　　8,160億円　　　3,120億円地方特例交付金等

▲　　　4.4％159,073億円　　152,027億円地 方 交 付 税

▲　　10.8％108,174億円　　　96,529億円地 方 債

▲　　　9.5％　29,072億円　　　26,300億円うち臨時財政対策債

▲　100.0％　　4,520億円　　　　　　 　0億円　うち減税補てん債

▲　　　0.0％831,508億円約831,300億円歳 入 合 計

　　　　　0.9％587,132億円約592,266億円「 一 般 財 源 」

約▲　0.3％225,769億円約225,100億円給 与 関 係 経 費

歳　
　
　
　
　
　
　
　

出

約▲　2.0％205,321億円約201,300億円退 職 手 当 以 外

約▲　0.5％　61,572億円約　61,300億円義務教育教職員

約▲　2.6％143,749億円約140,000億円一 般 職 員 等

約　16.5％　20,448億円約　23,800億円退 職 手 当

　　　一 般 行 政 経 費

約　　　3.5％134,785億円約139,500億円う ち 単 独 分

※１　投資的経費との一体的是正＋
6,000億円を除いた場合。約▲　0.9％　〔約133,500億円〕〔乖離是正前〕※1

　投 資 的 経 費

約▲14.9％100,911億円約　85,900億円う ち 単 独 分

※２　一般行政経費との一体的是正▲
12,000億円（一般財源ベース▲
6,000億円）を除いた場合。

約▲　3.0％　〔約　97,900億円〕〔乖離是正前〕※2

約▲　0.4％　27,346億円約　27,200億円公 営 企 業 繰 出 金

約　　　0.5％　18,828億円約　18,900億円うち企業債償還費
普通会計負担分

約▲　1.1％132,979億円約131,500億円公 債 費

約　　57.7％　14,900億円約　23,500億円水 準 超 経 費

約▲　0.0％831,508億円約831,300億円歳 出 合 計

約▲　1.1％664,801億円約657,400億円地 方 一 般 歳 出

平成18年12月24日現在

（注）　本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

�　 　 �
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� �
� �

〔　　　　　〕

〔　　　　　〕



町 村 週 報第２５８７号 （第三種郵便物認可） 平成１９年１月２９日 １６

政 策

地方財政計画の伸び率等の推移
（単位：％）（参　考）

（対　前　年　度　伸　び　率）
年　　度

地方交付税地方税地方一般歳出地方財政計画

　29.7　23.5　25.5　24.1昭和50年度

　17.1△　0.0　16.2　17.251

　10.0　18.1　13.7　14.252

　23.4　10.4　18.7　19.153

　　9.2　11.6　12.6　13.054

　　5.0　16.5　　6.0　　7.355

　　7.9　13.4　　5.5　　7.056

　　7.0　11.7　　4.5　　5.657

△　4.9△　0.1　　0.2　　0.958

△　3.9　　6.8　　0.3　　1.759

　10.9　10.6　　3.5　　4.660

　　4.0　　6.9　　4.3　　4.661

　　0.6　　0.6　　2.9　　2.962

　　7.5　　9.4　　5.7　　6.363

　17.3　　8.1　　7.1　　8.6平成元年度

　10.3　　7.5　　6.7　　7.02

　　7.9　　6.1　　7.4　　5.63

　　5.7　　4.1　　5.9　　4.94

△　1.6　　1.6　　4.4　　2.85

　　0.4△　5.7　　4.6　　3.66

　　4.2　　3.6　　3.6　　4.37

　　4.3　　0.1　　2.3　　3.48

　　1.7　　9.6　　0.9　　2.19

　　2.3　　3.9△　1.6　　0.010

　19.1△　8.3　　1.8　　1.611

　　2.6△　0.7△　0.9　　0.512

△　5.0　　1.5△　0.6　　0.413

△　4.0△　3.7△　3.3△　1.914

△　7.5△　6.1△　2.0△　1.515

△　6.5　　0.5△　2.3△　1.816

　　0.1　　3.1△　1.2△　1.117

［△　1.7］［△　1.5］

△　5.9　　4.7△　1.2△　0.718

［△　2.0］［△　1.3］

△　4.4　15.7△　1.1△　0.019

（     6.5）

（注）１　［　］内は、国保調整交付金、児童手当拡充分等を除いた場合である。
　　２　（　）内は、税源移譲分を除いた伸率（平成18年度の地方税に所得譲与

税を含めて伸率を算出）である。



（第三種郵便物認可） 第２５８７号平成１９年１月２９日１７ 町 村 週 報

政 策

平成19年度地方債計画について

１　策定方針

　平成19年度地方債計画は、地方財源の不足に対処するための措置を講じるとともに、引き続き厳しい地方財政の状況の下で、

地方公共団体が、行政改革と財政の健全化を推進し当面する諸課題に重点的・効率的に対処することができるよう、公的資金

の重点化と地方債資金の市場化を一層推進しつつ、所要の地方債資金の確保を図ることとして策定している。

　なお、平成19年度から３年間で、徹底した総人件費の削減等を内容とする財政健全化計画又は公営企業経営健全化計画を策

定し、行政改革・経営改革を行う地方公共団体を対象に、公営企業借換債と合わせて５兆円規模の公的資金（財政融資資金、

郵政公社資金及び公営公庫資金）の繰上償還（補償金なし）等を行うこととし、その財源として必要に応じ民間等資金による

借換債を発行できることとしている。

（単位：億円、％）

２　概　　況

　上記の方針に基づいて策定した結果、平成19年度の地方債の総額は下表のとおり12兆5,108億円となり、前年度に比べて１兆

4,358億円、10.3％の減となっている。

　このうち、普通会計分は９兆6,529億円で、前年度に比べて１兆1,645億円、10.8％の減となっている。

　また、公営企業会計等分は２兆8,579億円で、前年度に比べて2,713億円、8.7％の減となっている。

増減率
(C)/(B)×100

増減額
(A)－(B)　(C)

平成18年度
(B)

平成19年度
（A)区　　　　　　　分

△10.8△11,645108,17496,529普 通 会 計 分

△12.7△ 7,05355,43248,379通 常 分 

△ 8.7△ 4,59252,74248,150特 別 分

△ 9.5△ 2,77229,07226,300臨 時 財 政 対 策 債

皆減皆減4,520－減 税 補 て ん 債

△ 3.6△ 60016,50015,900財 源 対 策 債

126.93,3002,6005,900退 職 手 当 債

0.005050調整（不交付団体分）

△ 8.7△ 2,71331,29228,579公 営 企 業 会 計 等 分

△10.3△14,358139,466125,108総 計

△11.3△ 9,76686,72476,958通 常 分

△ 8.7△ 4,59252,74248,150特 別 分

（注）１　「調整（不交付団体分）」は、国庫補助負担金の一般財源化に伴う影響額に係る不交
付団体への資金手当分である。

　　２　公営企業会計等分はすべて通常分である。
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町 村 週 報第２５８７号 （第三種郵便物認可） 平成１９年１月２９日 １８

政 策

３　地方債計画の特色

�　公債費負担の軽減対策

高金利の地方債の公債費負担を軽減するため、徹底した総人件費の削減等を内容とする財政健全化計画又は公営企業経営

健全化計画を策定し、行政改革・経営改革を行う地方公共団体を対象に、市町村合併の状況、公債費負担の状況、財政状況

等に応じ、平成19年度から３年間で、公営企業借換債と合わせて５兆円規模の５％以上の金利の公的資金（財政融資資金、

郵政公社資金及び公営公庫資金）の繰上償還（補償金なし）等を行うこととし、その財源として必要に応じ民間等資金によ

る借換債を発行できることとしている。

�　郵政公社資金の廃止

日本郵政公社の民営化に伴い、郵政公社資金を廃止することとしている。

�　臨時財政対策債の発行

地方財源の不足に対処するため、地方財政法第５条の特例として臨時財政対策債２兆6,300億円を計上している。

�　行政改革の促進に寄与する地方債の発行

①　退職手当債

団塊の世代の大量定年退職等に伴う退職手当の大幅な増加に対処するため、将来の人件費の削減に取り組む地方公共

団体を対象に、退職手当債5,900億円を計上している。

②　行政改革推進債

集中改革プラン等に基づき数値目標を設定・公表して計画的に行政改革を推進し、財政の健全化に取り組んでいる団

体が、必要な公共施設等の整備事業を円滑に実施することができるよう、当該事業に係る通常の地方債に加え、行政改

革の取り組みにより将来の財政負担の軽減が見込まれる範囲内において、さらに行政改革推進債を充当することができ

ることとし、3,000億円を計上している。

�　合併特例事業の推進

「市町村の合併の特例に関する法律（合併旧法）」の下で合併した市町村を支援するため、合併市町村が公共施設の整備等

を計画的に実施できるよう、その所要額を確保している。

また、「市町村の合併の特例等に関する法律（合併新法）」の下における市町村合併に必要な公共施設の整備等を支援する

こととし所要額を計上している。

�　地方公営企業による生活関連社会資本の整備の推進

上・下水道、交通、病院等住民生活に密接に関連した社会資本の整備を着実に推進することとし、事業の実施状況等を踏

まえ、所要額を確保している。

�　公営企業借換債の確保

公営公庫資金に係る公営企業借換債について資本費負担の著しく高い一定の公営企業を対象とした借換債（従来分）1,000

億円を確保するとともに、平成19年度の臨時特例分として、別途高金利の一定の公営企業を対象とした借換債1,000億円を措

置することとし、公営企業借換債の計画額について総額2,000億円を確保している。



（第三種郵便物認可） 第２５８７号平成１９年１月２９日１９ 町 村 週 報

政 策

４　地方債資金の確保

　地方債資金については、市場公募地方債の拡大などによる市場化の一層の推進と公的資金の段階的縮減・重点化を引き続き

図ることとしている。

　公的資金については、日本郵政公社の民営化に伴い郵政公社資金を廃止した上で、地方分権の推進や財投改革の趣旨を踏ま

え、公的資金の重点化・縮減を図りつつ、その所要額を確保している。

　民間等資金については、その円滑な調達を図るため、市場公募団体の拡大や共同発行市場公募地方債及び住民参加型市場公

募地方債の発行を引き続き推進することとしている。

増減率差　　引平成18年度計画額平成19年度計画額
区　　　分 (C)/(B)

×100
(A)－(B)

(C)構成比(B)構成比(A)

△14.8△　5,700　27.6　38,500　26.2　32,800政 府 資 金

△　2.7△　 900　24.2　33,700　26.2　32,800財 政 融 資 資 金

皆減皆減　　3.4　　4,800－　－郵 政 公 社 資 金

　　1.2　　1,700郵 便 貯 金 資 金

　　2.2　　3,100　簡易生命保険資金

△　4.0△　 560　10.1　14,060　10.8　13,500公 営 公 庫 資 金

（△12.8）（△　  64）－（　　　501）－（　　　437）（国の予算等貸付金）

　37.7　52,560　37.0　46,300公 的 資 金 計

△　9.3△　8,098　62.3　86,906　63.0　78,808民 間 等 資 金

△　2.9△　1,000　25.1　35,000　27.2　34,000市 場 公 募

△13.7△　7,098　37.2　51,906　35.8　44,808銀 行 等 引 受

△10.3△14,358100.0139,466100.0125,108合 計

（単位：億円、％）

（注）１　「政府資金」とは、財政投融資計画の「財政融資」欄に「地方公共団体」に対する貸付けとし
て計上される資金を指す。

　　２　市場公募資金については、借換債を含め５兆8,000億円（前年度比6,600億円、10.2％減）を予
定している。

　　３　国の予算等貸付金の（　）書は、災害援護資金など国の予算等に基づく貸付金を財源とす
るものであって計には含めていない。
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町 村 週 報第２５８７号 （第三種郵便物認可） 平成１９年１月２９日 ２０

政 策

（単位：億円、％）
平成19年度地方債計画

増減率差引平成18年度平成19年度
項　　　　　　　　目

(C)/(B)×100(A)－(B)　(C)計画額(B)計画額(A)

一 一 般 会 計 債

△ 2.1△ 427　19,894　19,4671　 一 般 公 共 事 業

△ 4.4△ 78　1,758　1,6802　 公 営 住 宅 建 設 事 業

△ 4.2△ 18　　426　　4083　 災 害 復 旧 事 業

△22.4△ 1,863　8,302　6,4394　 教 育 ・ 福 祉 施 設 等 整 備 事 業

△ 9.3△ 212　2,280　2,068� 学 校 教 育 施 設 等 整 備 事 業

△18.8△ 73　　389　　316� 社 会 福 祉 施 設 整 備 事 業

△27.9△ 583　2,088　1,505� 一 般 廃 棄 物 処 理 事 業

△35.0△ 995　2,845　1,850� 一 般 補 助 施 設 整 備 等 事 業

　　0.0　　　　0　　700　　700� 施設整備事業（一般財源化分）

△14.9△ 4,932　32,994　28,0625　 一 般 単 独 事 業

△30.7△ 1,883　6,137　4,254� 一 般 事 業

△40.0△ 600　1,500　　900� 地 域 活 性 化 事 業

△13.3△ 200　1,500　1,300� 防 災 対 策 事 業

　　0.0　　　　0　9,500　9,500� 合 併 特 例 事 業

△ 7.1△ 709　10,009　9,300� 臨 時 地 方 道 整 備 事 業

△ 3.0△ 18　　605　　587� 臨 時 河 川 等 整 備 事 業

△ 3.0△ 22　　743　　721� 臨 時 高 等 学 校 整 備 事 業

△50.0△ 1,500　3,000　1,500� 地 域 再 生 事 業

△ 2.3△ 78　3,390　3,3126　 辺 地 及 び 過 疎 対 策 事 業

△ 5.6△ 30　　538　　508� 辺 地 対 策 事 業

△ 1.7△ 48　2,852　2,804� 過 疎 対 策 事 業

△ 2.0△　　　2　　101　　　997　 首 都 圏 等 整 備 事 業

△14.9△ 117　　784　　6678　 公 共 用 地 先 行 取 得 等 事 業

　　0.0　　　　0　3,000　3,0009　 行 政 改 革 推 進 債

　　0.0　　　　0　　　50　　　5010　 調 整 （ 不 交 付 団 体 分 ）

△10.6△ 7,515　70,699　63,184計

二 公 営 企 業 債

△13.0△ 653　5,027　4,3741　 水 道 事 業

△33.6△ 149　　444　　2952　 工 業 用 水 道 事 業

△ 6.0△ 190　3,180　2,9903　 交 通 事 業

　　3.3　　　　2　　　61　　　634　 電 気 事 業 ・ ガ ス 事 業

　　5.2　　　　27　　523　　5505　 港 湾 整 備 事 業

△17.5△ 506　2,892　2,3866　 病 院 事 業

△64.9△ 37　　　57　　　207　 介 護 サ ー ビ ス 施 設 整 備 事 業

△16.0△ 55　　344　　2898　 市 場 事 業 ・ と 蓄 場 事 業

△ 6.7△ 99　1,473　1,3749　 地 域 開 発 事 業

△ 6.7△ 1,102　16,377　15,27510　 下 水 道 事 業

△45.2△ 89　　197　　10811　 観 光 そ の 他 事 業

△ 9.3△ 2,851　30,575　27,724計

△10.2△10,366101,274　90,908合　　　　　　　　計



（第三種郵便物認可） 第２５８７号平成１９年１月２９日２１ 町 村 週 報
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（単位：億円、％）

増減率差引平成18年度平成19年度
項　　　　　　　　目

(C)/(B)×100(A)－(B)　(C)計画額(B)計画額(A)

　　0.0　　　　02,0002,000三 公 営 企 業 借 換 債

　　皆減　　 皆減4,520－四 減 税 補 て ん 債

△　9.5△　2,77229,07226,300五 臨 時 財 政 対 策 債

   126.9　　3,3002,6005,900六 退 職 手 当 償

（△  12.8）（△　　 64）（　　501）（　　437）七 国 の 予 算 等 貸 付 金 債

（△  12.8）（△　　 64）（　　501）（　　437）
総　　　　　　　　計

△　10.3△14,358139,466125,108

△　10.8△11,645108,17496,529普 通 会 計 分内
訳 △　8.7△　2,73131,29228,579公 営 企 業 会 計 等 分

（資　金　区　分）

△　14.8△　5,70038,50032,800政 府 資 金

△　2.7△  　90033,70032,800財 政 融 資 資 金

　　皆減　　 皆減4,800－郵 政 公 社 資 金

1,700郵 便 貯 金 資 金

3,100簡 易 生 命 保 険 資 金

△　4.0△  　56014,06013,500公 営 公 庫 資 金

（△　 12.8）（△　　 64）（　　501）（　　437）（ 国 の 予 算 等 貸 付 金 ）

△　11.9△　6,26052,56046,300公 的 資 金 計

△　9.3△　8,09886,90678,808民 間 等 資 金

△　2.9△　1,00035,00034,000市 場 公 募

△　13.7△　7,09851,90644,808銀 行 等 引 受

（備考）
１　平成19年度から３年間で、「三　公営企業借換債」と合わせて５兆円規模の公的資金（財政融資資金、郵
政公社資金及び公営公庫資金）の繰上償還（補償金なし）等を行うこととし、繰上償還の財源として必要
に応じ民間等資金による借換えについて同意（許可）することを見込んでいる。
２　そのほか、地方税の減収が生じる場合の減収補てん債及び資金区分の変更等による借換えについて同意
（許可）することを見込んでいる。
３　国の予算等貸付金債の（　）書は、災害援護資金などの国の予算等に基づく貸付金を財源とするもので
あって外書である。
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町 村 週 報第２５８７号 （第三種郵便物認可） 平成１９年１月２９日 ２２

政 策

◎　法人所得課税における減価償却制度の見直し

平成19年度地方税制改正（案）について

＊国際競争力強化の観点から、法人所得課税（注）における減価償却制度を見直す。
（注）地方税については、法人住民税・法人事業税

固定資産税（償却資産）については、資産課税としての性格を踏まえ、現行の評価方法を維持する。

（※）「現行の評価方法」の維持

・減価率、評価額の最低限度（５％）は現行のものを維持する。

・耐用年数については、従前どおり法人税の例による。

１　経済活性化等

＊フラットパネルディスプレイ製造設備等の法定耐用年数を短縮する（現行10年→５年など）。

�
現　行

・償却可能限度額→取得価額の95％

・残存価額→法定耐用年数の経過

時点で取得価額の10％

・償却方法→定額法又は定率法

（選択制）

改正案

・償却可能限度額・残存価額→廃止

（法定耐用年数経過時点で備忘価額

１円まで償却可）

・償却方法→償却スピードを早めるため

定率法を見直し

◎上場株式等の配当・譲渡益に係る軽減税率の適用期限の１年延長

＊上場株式等の配当及び譲渡益に対する都道府県民税配当割、株式等譲渡所得割に係る軽減税率を１年延長し、廃止する。

・上場株式等の配当

　　本則20％（うち地方税５％）　→　軽減税率10％（うち地方税３％）

 （適用期限を平成21年３月31日まで１年延長）

・上場株式等の譲渡益

　　本則20％（うち地方税５％）　→　軽減税率10％（うち地方税３％）

 （適用期限を平成20年12月31日まで１年延長）



（第三種郵便物認可） 第２５８７号平成１９年１月２９日２３ 町 村 週 報

政 策

（納税者は、改修後３ヶ月以内に、工事明細書、写真等の関係書類を添付して市町村に申告する。）

（居住者要件）

①65歳以上の者

②要介護認定又は要支援

認定を受けた者

③障害者

（対象となるバリアフリー改修工事）

 ①廊下の拡幅 ②階段の勾配緩和

 ③浴室の改良 ④トイレの改良

 ⑤手すり取付け ⑥床の段差解消

 ⑦引き戸への取替え ⑧床の滑り止め化

◎　住宅のバリアフリー改修に係る固定資産税の特例措置の創設

＊高齢者、障害者等が居住する既存住宅について、一定のバリアフリー改修工事（補助金等を除く自己負担が30万円

以上のもの）を行った場合、翌年度分の固定資産税を１／３減額（100㎡分までを限度）する特例措置を創設する

（平成22年３月31日まで３年間）。

２　安心・安全のための税制

◎　低公害車に係る自動車取得税の特例措置の見直しと延長

＊電気自動車等の低公害車に係る自動車取得税の特例措置について、より環境負荷の小さい自動車に重点化するなど

所要の見直しを行った上、適用期限を2年延長する。

３　環境税制

要件見直し税　率（軽減の内容）

－

自家用５％→2.3％　営業用３％→0.3％

電気自動車

排出ガス要件を付加ＣＮＧ（圧縮天然ガス） 
自動車

排出ガス・燃費要件を付加

ハイブリッド自動車 
（バス・トラック）

 H19年度　自家用５％→ ３％　 営業用３％→ １％
 H20年度　自家用５％→ 3.2％ 営業用３％→ 1.2％

ハイブリッド自動車 
（乗用車）

（注１）メタノール自動車については、国内で販売されていないことから期限到来により廃止。

（注２）燃料電池自動車は、電気自動車に含まれる。

◎　緑化施設に係る固定資産税の特例措置の拡充

＊ヒートアイランド対策推進の観点から、ビル屋上等の緑化施設について、取得後５年度分固定資産税を１／２に軽

減する特例措置を２年延長し、その適用要件を緩和する。

４　その他

＊テレワーク設備に係る固定資産税の特例措置の創設（対象設備について、５年度分２／３に軽減）

＊地デジに係る放送施設の固定資産税の特例措置の拡充（小規模中継局の特例率を３／４→２／３へ）

＊SPC、J-REITが取得する不動産に係る課税標準の特例措置の２年延長（不動産取得税を１／３に軽減）

＊JRに係る固定資産税の承継特例（３／５）、三島会社特例（１／２）の５年延長　など



町 村 週 報第２５８７号 （第三種郵便物認可） 平成１９年１月２９日 ２４

政 策

特　集

厚 生 労 働 省厚 生 労 働 省
社会保障関係予算・施策の概要社会保障関係予算・施策の概要社会保障関係予算・施策の概要

平成19年度　関係省庁予算平成19年度　関係省庁予算

 　

平
成　

年
度
の
厚
生
労
働
省
予
算
額

１９

は
、　

兆
４
、
７
６
９
億
円
（
う
ち
、

２１

社
会
保
障
関
係
費　

兆
９
、
６
５
９
億

２０

円
）、
前
年
度
予
算
額
に
比
べ
５
、
３
５

２
億
円
（
同
５
、
４
７
２
億
円
）、
２
・

６
％
（
同
２
・
７
％
）
増
加
し
て
お
り
、

一
般
会
計
歳
出
に
占
め
る
厚
生
労
働
省

予
算
割
合
は　

・
７
％
を
占
め
、
前
年

４５

度
よ
り
１
・
３
％
増
加
し
て
い
る
。

　

こ
の
う
ち
社
会
保
障
関
係
の
主
要
事

項
と
し
て
、
①
心
身
と
も
に
健
康
な
生

活
と
安
心
で
質
の
高
い
医
療
の
確
保
等

の
た
め
の
施
策
の
推
進
、
②
人
口
減
少

社
会
の
到
来
を
踏
ま
え
た
少
子
化
対
策

の
総
合
的
な
推
進
、
③
高
齢
者
が
生
き

生
き
と
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
社
会
の
実

現－

等
を
挙
げ
て
い
る
。

　

具
体
的
に
は
、
急
速
な
少
子
高
齢
化

等
の
進
展
を
踏
ま
え
、
持
続
可
能
な
介

護
保
険
制
度
の
構
築
を
図
る
と
と
も

に
、
医
療
制
度
に
つ
い
て
は
、
安
定
的

で
持
続
可
能
な
医
療
保
険
制
度
の
確
保

を
図
る
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
少
子
化

対
策
に
つ
い
て
は
、「
子
ど
も
・
子
育
て

応
援
プ
ラ
ン
」
や
「
新
し
い
少
子
化
対

策
に
つ
い
て
」
を
踏
ま
え
、
総
合
的
に

推
進
さ
れ
る
。

【
国
民
健
康
保
険
制
度
関
係
】

　

国
保
関
係
予
算
で
は
、
国
保
助
成
費

厚
生
労
働
省
関
係
予
算
・

施
策
の
あ
ら
ま
し

���

���

が
１
・
１
％
増
の
３
兆
６
、
５
５
５
億

円
（
前
年
度
予
算
比
３
８
２
億
円
増
）

が
計
上
さ
れ
た
。

　

内
訳
は
、
①
国
保
特
別
対
策
費
補
助

金
が　

・
８
億
円
②
療
養
給
付
費
等
補

３０

助
金
が
１
、
９
４
９
・
４
億
円
（
う
ち
、

出
産
育
児
一
時
金
等
補
助
金
が　

・
６

４９

億
円
）、
③
老
人
保
健
医
療
費
拠
出
金

補
助
金
が
９
５
２
・
５
億
円
、
④
介
護

納
付
金
補
助
金
が
２
９
７
億
円
、
⑤
療

養
給
付
費
等
負
担
金
が
１
兆
７
、
４
９

８
・
２
億
（
う
ち
、
療
養
給
付
費
負
担

金
が
１
兆
６
、
５
３
７
・
４
億
円
、
保

険
基
盤
安
定
等
負
担
金
が
９
３
４
・
７

億
円
、
事
務
費
負
担
金
が　

・
１
億

２６

円
）、
⑥
老
人
保
健
医
療
費
拠
出
金
負

担
金
が
６
、
０
４
０
億
円
、
⑦
介
護
納

付
金
負
担
金
が
２
、
３
０
７
・
３
億
円
、

⑧
財
政
調
整
交
付
金
が
５
、
２
１
１
億

円
、
⑨
老
人
保
健
医
療
費
拠
出
金
財
政

調
整
交
付
金
が
１
、
５
９
２
・
６
億
円
、

⑩
介
護
納
付
金
財
政
調
整
交
付
金
が
６

１
２
・
２
億
円－

等
を
計
上
し
て
い
る
。

【
老
人
保
健
福
祉
関
係
】

　

老
人
保
健
福
祉
関
係
予
算
は
、
１
・

７
％
増
の
２
兆
１
、
８
２
９
億
円
（
前

年
度
予
算
比
３
６
７
億
円
増
）
が
計
上

さ
れ
た
。

　

こ
の
う
ち
介
護
保
険
制
度
に
係
る
国

庫
負
担
は
、
１
兆
９
、
４
５
０
億
円（
３

２
８
億
円
増
＋
１
・
７
％
）
が
計
上
さ

れ
、
内
訳
は
介
護
給
付
費
負
担
が
１
兆

１
、
８
７
１
億
円
（
３
７
５
億
円
増
＋

３
・
３
％
）、
調
整
交
付
金
が
３
、
３
３

５
億
円
（
１
０
４
億
円
増　

＋
３
・
２

％
）、
財
政
安
定
化
基
金
が　

億
円
（
５

４２

億
円
減
▲　

・
６
％
）
等
と
な
っ
て
い

１０

る
。
ま
た
、
地
域
支
援
事
業
交
付
金

（
要
支
援
・
要
介
護
状
態
に
な
る
前
か
ら

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
、
効
果

的
な
介
護
予
防
シ
ス
テ
ム
を
確
立
す
る

と
と
も
に
地
域
の
総
合
相
談
、
権
利
擁

護
事
業
等
を
行
う
地
域
支
援
事
業
を
円

滑
に
実
施
す
る
）
は
、
５
７
３
億
円
が

計
上
さ
れ
た
。

　

介
護
サ
ー
ビ
ス
基
盤
の
整
備
等
は
４

７
７
億
円
、
内
訳
は
、
平
成　

年
度
に

１８

創
設
さ
れ
た
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
を

中
心
と
す
る
市
町
村
の
基
盤
の
計
画
的



（第三種郵便物認可） 第２５８７号平成１９年１月２９日２５ 町 村 週 報

政 策

な
推
進
及
び
介
護
療
養
病
床
の
廃
止

（
平
成　

年
度
末
）
等
に
伴
い
、
各
都
道

２３

府
県
が
策
定
す
る
「
地
域
ケ
ア
整
備
構

想
（
仮
称
）」
を
踏
ま
え
、
介
護
療
養
病

床
の
転
換
を
含
め
た
地
域
ケ
ア
体
制
の

計
画
的
な
整
備
を
支
援
す
る
地
域
介

護
・
福
祉
空
間
整
備
交
付
金
（
ハ
ー
ド

交
付
金
）
に
４
２
１
億
円
、
地
域
に
お

け
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
基
盤
の
実
効
的
な

整
備
を
図
る
た
め
、
地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス
等
の
導
入
に
必
要
な
設
備
や
シ
ス

テ
ム
に
要
す
る
経
費
な
ど
に
対
し
、
助

成
を
行
う
地
域
介
護
・
福
祉
空
間
整
備

推
進
交
付
金
（
ソ
フ
ト
交
付
金
）
に　
３３

億
円
計
上
さ
れ
た
。

　

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向
上
で
は
、

　

億
円
計
上
さ
れ
、
内
訳
は
介
護
サ
ー

２５ビ
ス
の
質
の
向
上
を
図
る
観
点
か
ら
、

「
介
護
サ
ー
ビ
ス
情
報
の
公
表
」制
度
の

円
滑
な
実
施
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、

全
国
的
見
地
か
ら
制
度
運
営
を
支
援
で

　

億
円
、
介
護
支
援
専
門
員
（
ケ
ア
マ

２０ネ
ジ
ャ
ー
）
の
資
質
の
向
上
を
図
る
た

め
の
実
務
研
修
や
資
格
更
新
の
際
の
研

修
実
施
で
５
・
３
億
円
等
と
な
っ
て
い

る
。

【
児
童
家
庭
関
係
】

　

今
般
の
新
た
な
人
口
推
計
で
は
、
前

回
の
推
計
よ
り
も
更
に
出
生
率
が
低
下

し
、
少
子
化
高
齢
化
や
人
口
減
少
が
急

速
に
進
む
、
と
い
う
厳
し
い
見
通
し
が

示
さ
れ
た
。
急
速
な
人
口
減
少
は
、
経

済
産
業
や
社
会
保
障
の
問
題
に
と
ど
ま

ら
ず
、
国
や
社
会
の
存
立
基
盤
に
か
か

わ
る
問
題
で
あ
る
。

　

こ
の
た
め
、「
子
ど
も
・
子
育
て
応
援

プ
ラ
ン
」
や
「
新
し
い
少
子
化
対
策
に

つ
い
て
」
を
踏
ま
え
、
児
童
手
当
の
乳

幼
児
加
算
を
創
設
す
る
ほ
か
、
地
域
子

育
て
支
援
の
充
実
、
母
子
保
健
医
療
の

充
実
な
ど
少
子
化
対
策
を
総
合
的
に
推

進
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

平
成　

年
度
児
童
家
庭
関
係
予
算
は

１９

対
前
年
度
比
６
・
７
％
増
の
９
、
３
２

７
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。
内
訳
を
み
る

と
、
①
少
子
化
の
流
れ
を
変
え
る
た
め

の
働
き
方
の
見
直
し
と
し
て　

億
円
、

９３

②
地
域
の
子
育
て
支
援
の
推
進
と
し
て

４
、０
３
４
億
円
、③
小
児
科
・
産
科
医

療
体
制
の
確
保
、
不
妊
治
療
の
支
援
な

ど
母
子
保
健
医
療
の
充
実
と
し
て
２
２

１
億
円
、
④
児
童
虐
待
へ
の
対
応
な
ど

要
保
護
児
童
対
策
等
の
充
実
と
し
て
８

０
２
億
円
、
⑤
母
子
家
庭
等
自
立
支
援

対
策
の
推
進
と
し
て
１
、６
４
３
億
円
、

⑥
児
童
手
当
国
庫
負
担
金
と
し
て
２
、

５
６
０
億
円
、－

等
が
計
上
さ
れ
た
。



町 村 週 報第２５８７号 （第三種郵便物認可） 平成１９年１月２９日 ２６

政 策

厚　生　労　働　省　関　係　予　算

備　　　　　考
対前年度
比較増減

平成19年度
予　算　案

平成18年度
予　算　額

事　　　　　項

億円億円億円

2.6％増5,352214,769209,417一　般　会　計

1.国民健康保険関係予算

備　　　　　考
平成19年度
予　算　額

事　　　　　項

※平成18年度予算額 3,617,256,7073,655,510,298国民健康保険関係予算

・医療制度改革に伴うシステム改修等　 4.1億円3,084,148�国民健康保険特別対策費補助金

・生活習慣病予防を中心とした保健事業経費　 7.6億円

・レセプトのオンライン請求システムの運用経費　 1.2億円6,357,320�国民健康保険団体連合会等補助金

・保健師等に対する特定保健指導のプログラム研修経費等　　0.9億円

194,949,814�療養給付費等補助金

189,980,139　・療養給付費補助金

・出産育児一時金補助額単価UP（75,000円→87,500円）の
満年度化による増　1.1億円

4,969,675　・出産育児一時金等補助金

95,259,608�老人保健医療費拠出金補助金

29,701,379�介護納付金補助金

1,749,829,173�療養給付費等負担金

1,653,741,102　・療養給付費負担金

・保険基盤安定制度
　保険者支援分　437億円　　基準超過　6.3億円
　高額医療費共同事業　491億円

93,477,346　・保険基盤安定等負担金

2,610,725　・事務費負担金

604,005,796�老人保健医療費拠出金負担金

230,735,891�老人納付金負担金

521,104,767�財政調整交付金

159,260,278�老人保健医療費拠出金財政調整交付金

61,222,124�介護納付金財政調整交付金

（単位：千円）

2.老人保健福祉関係予算

備　　　　　考
平成19年度
予　算　額

事　　　　　項

※平成18年度予算額  2,146,2002,182,900老人保健福祉関係予算

54,000１．良質な介護サービスの確保

47,700�介護療養病床の転換と介護サービス基盤
の整備

・介護療養病床の廃止（平成23年度末）等に伴い、各都道府
県が策定する「地域ケア整備構想（仮称）」を踏まえ、介護
療養病床の転換を含めた地域ケア体制の計画的な整備を支
援する（地域介護・福祉空間整備等交付金（ハード交付金）421
億円の内数）

・介護療養病床の転換と介護サービス基
盤の整備

（単位：百万円）



（第三種郵便物認可） 第２５８７号平成１９年１月２９日２７ 町 村 週 報

政 策

備　　　　　考
平成19年度
予　算　額

事　　　　　項

・平成18年度に創設された地域密着型サービスを中心とす
る市町村の基盤整備を計画的に推進するとともに、先進的
な取組みに対する支援を行う。

42,100・地域介護・福祉空間整備等交付金（ハー
ド交付金）の交付

・地域における介護サービス基盤の実効的な整備を図るた
め、地域密着型サービス等の導入に必要な設備やシステム
に要する経費などに対し、助成を行う。

3,300・地域介護・福祉空間整備推進交付金（ソ
フト交付金）の交付

2,500�介護サービスの質の向上
・介護サービスの質の向上を図る観点から、「介護サービス
情報の公表」制度の円滑な実施を支援するとともに、全国的
見地から制度運営を支援する。

2,000・「介護サービス情報の公表」制度の推進

・介護支援専門員（ケアマネジャー）の資質の向上を図るた
め、実務研修や資格更新の際の研修など、体系的な研修事業
を実施する。

530・ケアマネジメントの質の向上

2,008,000２．介護保険制度の円滑な運営
・介護給付の適正化を図るため、各都道府県による以下の施
策等を内容とした「介護給付適正化プログラム」の策定を促
進する。

1,100�介護給付の適正化の推進

・公平・公正な要介護認定を確保する観点から、認定調査及
び介護認定審査会において、要介護認定に精通した者によ
る技術的助言等を行うとともに、認定調査員に対する日常
的な指導的役割を担う専門家を養成する。

510・要介護認定の適正化

・国民健康保険団体連合会による「介護給付適正化システ
ム」のより効果的な活用方策や、都道府県における介護給付
適正化会議の開催等に取り組む。

570・介護給付適正化システムの活用等

2,005,900�制度運営に必要な経費の確保
1,945,000・介護給付に対する国の負担等

・各市町村における介護給付及び予防給付に要する費用の
20％を負担（施設等給付費においては、15％を負担）

1,187,100・介護給付費負担金

・全市町村における介護給付及び予防給付に要する費用の
５％を負担。（各市町村間の後期高齢者割合等に応じて調
整）

333,500・調整交付金

・都道府県が設置する財政安定化基金に対し、国がその３
分の１を負担。

4,200・財政安定化基金負担金

・要支援・要介護状態になる前から介護予防サービスを提供
し、効果的な介護予防システムを確立するとともに、地域の
総合相談、権利擁護事業等を行う地域支援事業について、そ
の事業規模を拡大しつつ直実に実施する。

57,300・地域支援事業の着実な実施

・社会福祉法人による利用者負担軽減措置など、低所得者
への配慮を引き続き行う。

3,600・低所得者への配慮

970�将来課題への対応
・改正介護保険法の附則において、施行後３年を目途とし
て、予防給付や地域支援事業について費用対効果等を含め
た評価を行い、その結果に基づき所要の措置を講ずること
が求められていることから、引き続きデータの収集・分析を
実施する。

430・政策・事業の継続的評価分析の実施

・次期介護報酬改定に向けて、報酬改定に必要な基礎的な
データを得るための調査を実施する。

130・介護報酬改定に向けての対応（新規）

2,000３．認知症にやさしい地域づくり対策及び高
齢者権利擁護等の推進



町 村 週 報第２５８７号 （第三種郵便物認可） 平成１９年１月２９日 ２８

政 策

備　　　　　考
平成19年度
予　算　額

事　　　　　項

・認知症ケアの人材育成や認知症に関する正しい理解の普
及等を推進するとともに、関係者のネットワークを構築す
ることにより、認知症の方々やその家族の状況やニーズに
適切に対応するための支援体制の整備を促進する。

2,000�総合的な認知症ケア対策の一層の推進

・高齢者虐待防止に関する研修や地域の実情に応じた権利
擁護の取組みを支援する（認知症対策等総合支援事業（20億
円）の内数）

�高齢者権利擁護等の推進

・都市部を中心に、地域から孤立した高齢者などの死亡が
社会問題となっている状況を踏まえ、このような孤立死を
防止する観点から、国及び地方自治体等が主体となって総
合的な取組みを推進する。

170４．「孤立死ゼロ・プロジェクト」の展開
　孤立死防止推進事業の創設（新規）

108,000５．健康フロンティア戦略の更なる推進
610�女性のがん緊急対策

・年々患者数が増加している乳がん及び発症年齢が低年齢
化している子宮がんについて、検診の受診率向上等に資す
るため普及啓発事業を行う。

100・乳がん・子宮がん検診に対する啓発普
及

・マンモグラフィ（乳房エックス線検査）の緊急整備に伴い
実施してきた読影医師や撮影技師の養成について、十分な
知識・経験を修得させるための上級研修を実施することによ
り、より精度の高い検診を推進する。

160・マンモグラフィ検診従事者の質の向上
（新規）

・全国的に整備されたマンモグラフィによる検診の診断精
度を向上させるため、コンピュータ診断支援システムの導
入を支援する

350・マンモグラフィ検診の診断精度の向上
（新規（健康局計上））

107,400�「介護予防10カ年戦略」による効果的な
介護予防対策の推進

・日常生活圏域で高齢者の生活の継続性が確保できるよう
に、既存の老人福祉センターの改修などにより、介護予防
サービス提供のための拠点整備を行うとともに、適切な介
護予防サービスを提供するため、地域支援事業を推進する。

79,800・地域で行う介護予防対策（再掲）

・効果的な介護予防サービスを普及するため、事業の実施
状況や効果について、評価分析等を行うとともに、介護予防
サービスを実施していく上で中核となる地域包括支援セン
ター職員等の研修を行う。
　また、適切な介護予防サービスの提供体制を構築するた
め、市町村が行う介護予防に関する事業について、効果的な
実施が図られるよう都道府県が広域的な観点から様々な支
援を行う。

770・介護予防サービスの評価・普及

・認知症ケアの人材育成や認知症に関する正しい理解の普
及等を推進するとともに、関係者のネットワークを構築す
ることにより、認知症の方々やその家族の状況やニーズに
適切に対応するための支援体制の整備を促進する。

2,000・地域で支える「認知症ケア」（再掲）

680６．がん対策の推進
3,200７．肝炎対策の推進
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政 策

3.児童家庭関係予算

備　　　　　考
平成19年度
予　算　額

事　　　　　項

※平成18年度予算額  873,900 932,700児童家庭関係予算

9,2721．少子化の流れを変えるための働き方の見
直し

・育児休業、子育て期の短時間勤務等の両立支援制度を利
用しやすい職場風土づくりと事業所内託児施設の設置の推
進  7,900
・パートタイム労働者の均衡ある処遇や能力開発の推進
  863

8,763�子育てとの両立など仕事と生活の調和

・再チャレンジ女性の企業における活躍の場の拡大 409
・女性の起業に対する支援の拡充  19

509�女性の意欲・能力を活かした再就職・起
業の実現

403,3722．地域の子育て支援の推進

・地域の特性や創意工夫を活かした子育て支援事業の充実
（次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金））  36,500
　様々な子育て支援事業について、「子ども・子育て応援プ
ラン」で掲げた目標の達成に向けた着実な推進を図るととも
に、新たに生後４か月までの全戸訪問の実施に取り組む。
【対象となる主な事業】
・生後４か月までの全戸訪問（こんにちは赤ちゃん事業）、
子育てパパ応援事業、病児・病後児保育事業、子育て短期
支援事業、ファミリー・サポート・センター事業、延長保
育促進事業、育児支援家庭訪問事業

・地域における子育て支援拠点の拡充  8,441
　地域における子育て支援の拠点となる、つどいの広場事
業と地域子育て支援センター事業を再編し、児童館の活用
も図りながら、子育て支援拠点の拡充（「子ども・子育て応
援プラン」の平成21年度目標値6,000か所の前倒し実施）を
図る。
　　18年度　　　　　19年度
　　4,133か所　→　6,138か所
・中・高校生と乳幼児のふれあう機会の推進  181
・次世代育成支援対策に資する施設の整備
　（次世代育成支援対策施設整備交付金（ハード交付金））
  12,962
　地域の実情に応じた保育所、児童擁護施設等の整備を推
進する。

65,436�すべての家庭を対象とした地域子育て支
援対策の充実

・待機児童解消に向けた保育所の受入れ児童数の拡大
  326,530
　・民間保育所整備
　・民間保育所運営費
・多様な保育サービスの提供  45,018
　・延長保育の推進
　・病児・病後児保育の拡充
　・一時保育、特定保育等の充実

371,549�待機児童ゼロ作戦の推進など保育サービ
スの充実

（単位：百万円）
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政 策

備　　　　　考
平成19年度
予　算　額

事　　　　　項

・放課後児童クラブの必要な全小学校区への設置促進
  15,849
　放課後児童クラブの未実施小学校区の早急な解消や適切
な運営の確保等を図るため、ソフト及びハード両面での支
援措置を講じる。
　　18年度　　　　　19年度
　14,100か所　→　20,000か所

15,849�総合的な放課後児童対策（「放課後子ども
プラン」）の創設

22,1433．小児科・産科医療体制の確保、不妊治療の
支援など母子保健医療の充実

・小児科・産科医療体制整備事業の実施
・不妊治療に対する支援
・その他母子保健医療の充実

4,191�小児科・産科医療体制の確保、不妊治療に
対する支援（母子保健医療対策等総合支
援事業（統合補助金））

10,867�小児慢性特定疾患対策の推進

80,1754．児童虐待への対応など要保護児童対策等
の充実

・発生予防対策の充実
・早期発見・早期対応体制の充実
・児童福祉施設や里親における保護・支援体制の充実
・児童擁護施設等の子どもの就学、就労に向けた支援

78,053�虐待を受けた子ども等への支援の強化

2,121�配偶者からの暴力（ドメスティック・バ
イオレンス）への対策等の推進

164,3335．母子家庭等自立支援対策の推進

・自立のための就業支援等の推進（母子家庭等対策総合支援
事業（統合補助金））  1,919
・在宅就業の支援（新規）  68
・「養育費相談・支援センター」の創設（新規） 71

3,451�母子家庭等の総合的な自立支援の推進

・児童扶養手当  155,842
・母子寡婦福祉貸付金  5,040

160,882�自立を促進するための経済的支援

・児童手当の拡充
　児童手当における乳幼児加算を創設し、０歳以上３歳未
満の児童に対する児童手当の月額を一律１万円とし、平成
19年４月（６月支給分）から実施する。

255,9936．児童手当国庫負担金


	2587p01-04
	1/4
	2/4
	3/4
	4/4

	2587p05-23
	1/19
	2/19
	3/19
	4/19
	5/19
	6/19
	7/19
	8/19
	9/19
	10/19
	11/19
	12/19
	13/19
	14/19
	15/19
	16/19
	17/19
	18/19
	19/19

	文書名 _2587p24-60-1
	1/7
	2/7
	3/7
	4/7
	5/7
	6/7
	7/7


